






井上博司/英国の交通政策

ロールと交通運用を改善するのには賛成であるが､運輸省は新しい連絡道路がローカル道路のネッ

トワークに及ぼす影響に十分の関心を払っていない｡M25の拡張が交通安全と沿道の環境に与える

影響は深刻である｡M25に隣接する地方道路の交通量は増大し､混雑､大気汚染､ノイズ･レベル

を増加させる｡M25を含む英国南東地域における総合的な交通輸送戦略が必要である｡我々は鉄道､

公共輸送機関､航空によって旅行するより総合的な運輸政策を提案する｡"と述べている｡

反道路活動家達 (RoadProtesters)やマスコミは､M25の拡張がロンドン周辺の豊かな自然環

境に取り返しのつかない大きなダメージを与えることを市民に訴えた｡運輸省のプランに反対して

いる人達の中には､M25周辺に選挙区のある与党の国会議員も含まれており､彼らは提案は政府に

とって政治的な災厄になりかねないと考えた｡

M25の拡張に関する他の問題は､運輸省のプランはM25をジャンクション間のコマ切れの部分の

集まりとして捉えており､連結された全体像の完全な展型として捉えていないということであった｡

M25は一つの道路であり､M25が全体として南東地域において運輸インフラストラクチャーとして

果たしている役割り､および南東地域における運輸需要の全体的な構造を分析した上で､M25への

投資が南東地域の運輸交通のために良策かそうでないかを判断する必要があるということを､各州

議会が訴えた｡運輸省が計画をコマ切れにしたことの理由は､時間のかかる環境影響評価を避けた

いというねらいがあった｡

南東地域計画会議は､M25がロンドン周辺の土地利用に及ぼした影響について言及し､"M25は

将来の発展のために最も魅力的な産業立地を引き起こした｡しかしそれは､立地を最も制限する必

要のあるグリーンベルトの中においてである｡1989年から1991年までの間に､M25に隣接する地域

に10万人の労働者を収容するに十分のオフィス空間が形成された｡M25の拡張はこの傾向を悪化さ

せるだけである｡それは事業所が都心からグリーンベルトに移るのを助長する｡皮肉にもこの発展

は､より以上の雇用を造らず､より以上の交通量を造るであろう｡"と主張した｡

M25の拡張問題は､環境アセスメントをめぐる法廷闘争にまで発展した｡サリー (Surry)州議

会は､運輸省のM25の拡張をコマ切れの計画に分割するという手法は､''影響を受けるいかなるも

のも､全体のプロジェクトの影響のすべてを知る権利を与えられる"とするECの環境アセスメン

トのガイドラインに反しているということを訴えた｡

運輸省はM25の拡張について､次第に慎重な姿勢を示すようになった｡運輸大臣マクレガー

(JohnWacGregor)はそれまで､現在のM25の容量を拡大することは､新しい道路を建設するより

も環境に与えるダメージが小さいという考えから､M25の拡張に好意的であった｡しかし1993年に

は､現在のM25の敷地内で双4車線に拡張するという現在の計画で十分であると考えるようになっ

た｡

運輸省は1993年末には､M25に対する交通量予測の緊急な改訂に着手した｡それは､以前の予測

はあまりにも狭い研究範囲に基づいていたこと､モーダル ･チョイスを全く考慮していないこと､

トリップの発生抑制の要因を考慮していないこと等の欠陥を有していたためである｡運輸省は､よ

り詳細でより総合的なモデルによる需要予測を要請した｡

1994年に至り運輸省は､ロンドンの西におけるM25に平行した新たな連絡道路の工事の開始を､

1998年以降に遅らせる意向を表明した｡このことは､M25の拡張プランの実行を､次の総選挙に
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よって選ばれる新しい内閣にゲタを預ける､ないしは問題となっている計画を全く破棄してしまう

ことへの最初のステップとして受けとめられた｡ただし､1994年の幹線道路計画の見直し (Trunk

RoadsinEngland1994Review)では､M25連絡道路スキームは最も高い優先度が与えられており､

運輸省がなおM25の拡張に執着していることを示した｡

M25の拡張プランは1995年に至り最終的に破棄され､既存道路を双5車線道路に拡幅するという

計画に落ち着いた｡

10.交通需要マネジメント-の動き

M25の拡張計画は､単にM25だけの問題に留まらず､さまざまな観点から､英国南東地域におけ

る行政担当者達に大きな波紋を投げかけた｡地域の戦略的運輸交通計画がロに出して叫ばれ､その

声がだんだん大きくなり､統合された都市間交通需要マネジメントを求める動きに発展した｡

英国南東地域は､ヨーロッパにおいて最も交通量の多い道路のいくつかを持っている｡しかし､

交通量予測の延長線上で道路の容量を増強することは現実的ではないという主張が経済学者やマス

コミによって叫ばれた.道路を造れば造るだけ混雑がひどくなる"MoreRoads,MoreCongestion

という論説が､新聞紙上を賑わした｡今や運輸行政担当者達の間で､"総合的な地域輸送戦略の上

に立って､需要を供給に適合させる交通需要マネジメント(TransportationDemandManagement)

が､政策の中に形成されなければならない"ということの合意が形成されつつある｡交通需要マネ

ジメントには､公共輸送機関の改善､トラフィック･カーミング､駐車規制､高度道路情報化

(AdvancedRoadlnformatics)､ロード･プライシング等､自動車の使用を制限する様々な手法



井上博司/英国の交通政策

Photo9.DocklandLRT

が含まれる｡

オックスフォー ド大学のグッドウィン (PhilCoodwin)は､ レポー ト''Transport:new

realism)"20)の中で､次のように述べている｡"今や経済的効率性を脅かし､生活の質を低下さ

せるものは､交通の成長およびそれへの不適切な反応である｡経済成長と現在のトレンドは､2025

年までに交通量のレベルを1988年よりも83-142%高くするであろう｡いかなる現実の道路ネット

ワークも､そのような交通量の増大に適合させることは不可能であるように思われる｡''

しかし交通需要マネジメントに疑問を投げかける専門家も多い｡英国道路連盟 (BritishRoad

Federation)の総裁は､"多くの人々は交通需要マネジメントの結果がどのようになるかを考える

ことなく､需要マネジメントを支持している｡南東地域は英国の国際的な貿易の重要な部分を担う

導管である｡"と､地域を通過する交通ネットワークに狭小な態度をとる州議会を非難している｡

AA (AutomobileAssociation)の担当者は､''需要マネジメントに対する期待は非現実的であ

る｡ともかく混雑はそれ自体､すでに交通量のレベルを制限するように働く｡"と述べている｡産

業界の運輸交通アドバイザーは､"産業界は､混雑の緩和により信頼性の改善された道路の使用に

対して､より高いコストを支払う用意がある｡"と述べている｡

ある交通コンサルタントは､土地利用と交通の関係に注目し､"長い目で見たとき､土地利用計

画が交通の成長を抑える重要な役割を担う必要がある｡郊外の発展を抑制することによって､交通

需要を減少させることは容易ではない｡しかしながら､経済的繁栄を求めて､地方自治体がディベ

ロッパーの提案を受け入れてしまう誘惑がある｡もしそれが重大な交通問題の発生を引き起こす可

能性があっても｡雇用のリスクの故に､輸送戦略は地域のレベルで考えるのかベストである｡"と

述べており､土地利用計画をコントロールすることによって､交通需要の成長を抑えられる可能性

がある一方で､それは地域の発展そのものを止めてしまう可能性があることを示唆している｡マス
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コミは､郊外型大規模ショッピングセンター''OutofTownShoppinng"は､都心の交通混雑緩和

に貢献したが､同時に都心の商業機能を衰退させ､また自動車使用機会の増大と､トリップの長距

離化をもたらしているとし､今や"OutofTownShopping"の規制を行う必要があると主張してい

る｡

交通需要の増大をどのように抑制するのかについて､さまざまな考え方が提起されているが､各

州議会は､南東地域での戦略的な地域総合輸送計画と都市間交通需要マネジメントに共鳴している

ように見える｡しかし交通需要マネジメントは､ある意味では地域の発展を抑制する可能性のある

政策であり､話が一般的なことから特定の詳細なこと､また地域や住民のいたみを伴うことに移っ

た時､なおかつこの合意が成り立つのかどうか疑問である｡

11.運輸部門の規制緩和と民営化

1980年代の英国の運輸政策は､運輸部門の規制緩和と民営化を通して､自由で公正な競争のもと

に､企業努力と価格メカニズムによって､経営の効率化と市場の適正化を図ろうとするものであっ

た｡この動きは1990年代に入っても着実に進行している｡バス事業の規制緩和､空港と航空会社の

民営化に続いて､英国国鉄 (BritishRail)の分割･民営化､ロンドンバスの民営化が行われる｡

運輸部門は､その経営規模の大きさ､空間的領域の大きさの故に､スケール･メリットが新規企

業の参入を困難にする｡ここに自然的独占 (naturalmonopoly)が生じるが､そのような企業は私

企業による消費者の搾取を防ぐため､国によって経営される必要があるという根拠に基づいて､

かって国営化政策がとられてきた｡しかし国営企業は､その経営の非効率性と労働生産性の低下を

招きがちであり､また消費者ニーズを適確に把握し､これに応える企業努力に乏しい傾向がある｡

さらに､国営企業の経営とくに投資や価格決定に関しては政治家による介入を受けやすく､健全な

経営を維持することが困難となりやすい｡このため慢性的な経営赤字を生じ､その補填のための公

費支出は国の財政を圧迫する｡

このため英国政府は､運輸部門の規制緩和により新規企業の参入を容易にし､自由で公正な競争

を実現するとともに､国営企業の民営化を通して､その財政負担を軽減する政策を採用したのであ

る｡

ロンドンを除く地方のバス･サービスは1986年に規制緩和された｡これにより､バス事業の経営

者は特別の許可を得ることなく､新たな路線を運行することができるようになった｡そのかわりに､

バス･サービスの導入､変更､または廃止についての6週間前の告知が､交通管理者に与えられな

ければならない｡地方自治体は社会的に必要なバス･サービスの供給について､競争入札の後､補

助金を与えることができる｡規制緩和は､1990-91年の間で､1985-86年に較べて､19%のローカ

ル･バスのマイレッジの増加をもたらした｡そのうち84%のサービスが補助金なしで運営されてい

る｡また1985/86年から1988/89年までの4年間で､単位Km当りのバスの営業コストは30%も減少し

た｡
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英国で最大のコーチ･サービスを行っていた国営バス会社 (NationalBusCompany)の民営化は､

1988年に完成した｡72の子会社は分離して売却され､地方の経営者または従業員による買い取りに

対して､奨励金が与えられた｡規制緩和と民営化は､コーチ･サービスについて､運賃の低下､乗

客サービスの向上､乗客数の増加等の顕著な効果をもたらした｡

これに続いて､ロンドン･バス会社 (LondonBusLtd.)の民営化が1994年に行われた｡ロンド

ン･バス会社は､ロンドン地下鉄会社 (LondonUndergroundLtd.)とともに､ロンドン運輸公団

(LondonTransport)の全額出資子会社であり､それまでロンドンの590バス路線のうち､ロンド

ン運輸公団との直接の契約も含めて､490バス路線を運行していた｡残りの100路線はすでに民間企

業によって運行されている｡ロンドン･バスの民営化後は､各社がバスを自由な色で塗装すること

が許されるが､観光客のために2階建赤バスが残される予定である｡

英国国鉄 (BritishRail)の民営化法は､1993年1月に発布された｡これにより､ブリティッ

シュ･レイル保有の全鉄道が､25のフランチャイズ･エリアに分割され､入札で最低の補助金を応

札した民間企業に売却される｡1994年4月には､1948年に国営化されたブリティッシュ･レイルが､

46年間の任務を終え､民営化への移行体制に入った｡翌1995年春から最初の民営化が始まり､ロン

ドンからグラスゴーまでの西海岸本線 (VestC悦StMainLine)を含む25社の半分が1996年までに

売却されることになっている｡

民営化後は､ブリティッシュ ･レイルのフランチャイズ ･ディレクター (Franchising

Directer)が時刻表を作成し､新しい鉄道会社25社が列車の運行にあたる｡車両は3杜によって保

有され､新しい鉄道会社にリースされるが､これも数年以内に民営化される｡貨物部門は三つの地

域会社に分割される｡軌道およびインフラは､新 しい軌道保有会社のレイル トラック

(Railtrack)に引き渡され､軌道および信号の保守･管理にあたる｡インフラのメインテナンス

は当分の間､BRインフラストラクチャー･サービス (BRInfrastructureService)に業務を委

託するが､2年後メインテナンスも民営化される｡レイルトラック自体も数年以内に民営化される｡

ブリティッシュ･レイルの民営化に対する反対論者達は､"民営化は鉄道サービスの低下､労働

者の解雇､鉄道使用の減少を引き起こす｡"と警告している｡一方､民営化支持者達は､''民営化

は鉄道をより魅力的､効率的にし､鉄道の再生に貢献する''と主張している｡どちらの主張が正し

いかは､数年以内に証明される｡

12.おわりに

近年における英国の交通政策は､運輸部門の規制緩和や民営化など､これまでやや社会福祉的な

観点から進められてきた運輸政策を見直し､運輸部門を公正で自由な競争のもとで､経営の効率化

と市場の適正化を達成しようとする市場経済主義への移行を示した｡道路交通に対しても､都市混

雑課金の提案､モーターウェイの有料化､高速道路の建設･維持 ･管理への民間セクターの参入許

容など､道路の使用者に適正なコストを負担させ､価格メカニズムを通して､公共交通との市場の

適正化を図ろうとする意向が読み取れる｡
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しかしロンドンでのロード･プライシング計画や､M25の拡張計画の挫折に見られるように､交

通政策のプランナーと市民との間に､また国レベルのプランナーと地域レベルのプランナーとの間

に､意識のギャップがあるのも事実である｡

市民は､自動車交通による混雑の被害者であるとともに加害者でもある｡市民は快適で安い公共

交通を望むが､その一方で､モビリティー､プライバシーに優れた自動車交通を選好する｡自動車

交通は都市の郊外-の拡張を許容し､市民に快適で豊かな住環境と便利な商業機能を提供した｡自

動車交通の果たしたこの役割の大きさは､正当に評価されなければならない｡その一方で自動車交

通は､都心商業機能の衰退､混雑による環境悪化をもたらし､市民の生活を脅かしつつある｡いま

や自動車交通は両刃の剣であり､これを拒絶することなく､これと上手に付き合っていくことが求

められている｡

自動車交通にはアメとムチが必要である｡一方的な自動車交通の抑制は都市の発展を止め､都市

を衰退させる｡単に自動車交通を叩いて公共交通を補助するだけでは､問題は解決しない｡今日の

市民の生活は､自動車交通をベースとして成り立っているという現実を認識しなければならない｡

小手先の交通需要マネジメントは､一時的な効果はあっても､根本的な解を提供するものではない｡

地域におけるより総合的な交通･輸送戦略が求められている｡交通が土地利用や､環境､地域経

済に及ぼす影響､また逆に土地利用や､地域経済､情報通信網が交通に及ぼす影響を適確に分析し､

地域の発展と環境改善を達成する戦略的な土地利用とインフラ整備のあり方を考える必要がある｡

その上で､地域の全体的な交通需要の構造を正しく把握し､道路交通が地域において果たすべき役

割を明確にする必要がある｡そこから望まれる道路交通の役割を果たすための道路の質と量､交通

運用､需要マネジメントのあり方が見えてくる｡

より広い視点に立った総合的な交通 ･運輸戦略こそ､英国でのロード･プライシング計画やM25

拡張計画の挫折を教訓とした､交通プランナーへの遺産といえよう｡
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